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１．松山港海岸（和気地区）の概要 

松山港海岸は、愛媛県のほぼ中央部、県都松山市の海の玄関口として古くより本州、九

州と結ぶ交通の要衝として栄える松山港の北部に位置し、夏場は海水浴やウィンドサーフ

ィンなどのマリンスポーツが行われ、一年を通じて地元住民には散策等の憩いの場として

親しまれるなど、多くの人々に利用されている。 

また、背後地域は地盤が低く、昭和初期頃には田畑として利用されていたが、昭和後期

から平成にかけて宅地化が進み、現在では住宅密集地となっている。 

 

 
 

 

 

 

撮影年月日：平成 20 年 7 月 

和気浜 410m 

堀江浜 440m

松山港海岸（和気地区） 

【延長 850m】 

住宅密集地帯 

松山港海岸全景 

位置図 

松山港海岸 

海水浴客で賑わう海岸 マリンスポーツでの利用 
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２．事業の概要 

２．１ 事業の目的 

既存の海岸堤防は、整備後 30 年程度が経過し、老朽化が著しく、液状化の危険性も確

認されていた。また、堤防前面の砂浜は波浪による侵食で汀線が年々後退している状況で

あった。 

このような中、平成 3 年の台風 19 号来襲時には、越波により背後地域で大きな浸水被

害が発生し、以前にも増して高潮対策は喫緊の課題となり、被害から背後地域を防護する

ことを目的とした抜本的な対策を行うため、平成 12 年度から堤防改良等を実施したもの

である。 

また、高潮対策と併せ、景観や環境、利用面にも配慮した整備が求められたことから、

有識者や地元関係者などで構成する検討委員会を設置し、利用計画や整備方針などの合意

形成を図り、整備を実施したところである。 

 

 

 

整備前の堤防の状況 

（平成 13年 7 月） 

台風 19 号による越波状況 

（平成 3年 9月） 

防護対象区域 

堤防（改良）850m 

JR 予讃線 

養浜 養浜 

突堤 120m×3 基 

防護対象区域 

国道 196 号 

撮影年月日：平成 20 年 7 月 
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２．２ 事業計画 

   ①事業期間 ： 平成 12 年度～平成 19 年度 

   ②総事業費 ： 45 億円 

   ③事業内容 ： 堤防（改良）、突堤、養浜 

   ④事業経緯 ： 平成 12 年度 事業採択 

平成 14 年度 現地着工 

平成 17 年度 一部区間の整備完了（和気浜側） 

平成 20 年度 供用開始 

 

 
 

 

 
 

 

標準断面（堤防及び養浜） 

    ：整備前 

    ：整備箇所 

整備前 整備後 
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３．費用便益分析の算定根拠となった要因の変化 

３．１ 費用便益分析結果 

（１）便益の計測（浸水防護便益） 

   本事業を実施することにより、高潮による背後地の浸水被害を防止することが可能

となり、家屋等の資産を守る効果が期待できる。 

本事業を実施しない場合（without 時）と実施した場合（with 時）の浸水被害額の

差（被害軽減分）を便益として算出する。 

なお、事業が完了して初めて効果が発現するものとし、便益は事業完了後 50 年間

（供用期間）計上する。 

 

 
 

 

この差を便益とする。 

浸水被害発生

Without時：背後に浸水被害発生

浸水被害無し

With時：背後の浸水被害なし

図 浸水防護による便益 

図 浸水範囲（事業実施前） 
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（２）費用便益分析 

  本事業の費用便益分析結果は以下のとおりである。 

項目 内 容 

事業全体 

総額（億円） 
現在価値換算後 

（億円） 

便益（Ｂ） 高潮による浸水防護 1,420.0 742.4

費用（Ｃ） 54.0 67.9

費用便益比（Ｂ/Ｃ） － 10.9

純現在価値（ＮＰＶ） － 674.5

経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） － 27.08%

※費用には事業費（税抜き）以外に維持管理費が含まれる。 

※現在価値換算後は、社会的割引率 4％及びデフレータを考慮した基準年における現在価値の値。 

 

新規採択時からの変化を下表に示す。 

項目 
前回評価 

（新規採択時：H11d） 

今回評価 

（事後評価時：H24d）

備 考 

(変更点) 

総費用（Ｃ） 
78 億円 

（96 億円） 

68 億円 

（45 億円） 

コスト縮減、基準年の見直し 

総便益（Ｂ） 

浸水防護 
1,173 億円 742 億円 

分析マニュアルの改定、背後資産・評

価単価の更新、基準年の見直し 

費用便益比 

（Ｂ/Ｃ） 
15.0 10.9  

※総費用及び総便益は、社会的割引率 4％及びデフレータを考慮した基準年における現在価値の値。 
※総費用の（ ）は維持管理費を除く事業費（税込み）。 
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３．２ 事業期間、事業費の変化 

 

項 目 新規採択時 事後評価時 備  考 

事業期間 H12～H18 H12～H19  

事業延長 850m 850m  

事業費（税込み） 96 億円 45 億円  

事

業

費

割

合 

堤防（改良） 59 億円 24 億円 液状化対策不要による減額 

突堤 14 億円 12 億円  

養浜 23 億円 9 億円 
養浜範囲の縮小（65 千 m2→30 千

m2）による減額 

 

＜堤防（改良）＞ 

新規採択時においては、過去の土質調査結果をもとに検討したところ、液状化す

ると判定し、堤防背後に住宅等が近接しているなどの現地状況を踏まえ、振動や盛

り上がりの影響が少ない液状化対策工法（薬液による固化工法）を想定していた。 

しかしながら、事業採択後に土質調査などの現地調査を踏まえ、FLIP（地震応答

解析）を用いたシミュレーションを行った結果、堤防の変位量は高潮の防護機能上

必要な許容範囲内に収まり、液状化対策を要せずとも対策可能であることが判明し、

当初想定していた液状化対策が結果的に不要となったものである。 

＜養浜＞ 

当初想定の養浜範囲では、堤防前面に生息する希少種のコアマモが埋没・消失し

てしまうことから、高潮の防護機能上、影響のない範囲でコアマモの保護・保全を

考慮した対策断面の検討を実施した結果、養浜範囲を縮小した対策が可能となった

ものである。 
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３．３ その他、定性的な事業効果 

 事業実施による定性的な効果として、下記に示すものが挙げられる。 

（1）人的被害・地域住民の不安の軽減 

 高潮による浸水を防護することにより、人的被害が軽減されるとともに、地域住民の

不安の軽減に寄与している。 

 

（2）海岸利用の促進 

 海水浴はもとより、以前にも増して地域イベントや環境学習など幅広く活用されると

ともに、バリアフリー化に伴い高齢者や身体障害者にも利用されている。 

 
 

（3）飛砂や飛沫による塩害の軽減 

 堤防上に低木植栽（ハマヒサカキ）やポリカーボネイト製の遮蔽板を設置したことに

より、飛砂や飛沫による塩害を軽減している。 

 
 

 

 

 

 

海水浴など海岸利用 スロープの設置 

遮蔽板 

遮蔽板（手摺改良型） 低木移植（ハマヒサカキ） 
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４．事業効果の発現状況 

４．１ 高潮浸水被害の軽減 

本事業の実施前に発生した平成3年の台風19号では、台風接近時刻が満潮時と重なり、

高潮と激しい越波に見舞われ、背後地域は約 300 棟の家屋に床上・床下浸水が発生した。 

 事業完了後は、大きな台風の接近による直接的な影響を受けていないこともあり、背後

地域において高潮による越波および浸水被害は発生していない。 

 

気象擾乱 起時 
中心気圧 

（hPa） 

死者・行

方不明者

（人） 

床上浸水

（棟） 

床下浸水

（棟） 
被害概要 

台風 16 号 昭和 49 年 9 月 950 5 807 
県下全域（特に東中予）で被害が発生、和気地区では越

波に見舞われた。 

台風 16 号 昭和 54 年 9 月 920 0 15 169 
県下全域で被害が発生、和気地区では越波に見舞われ

た。 

台風 19 号 平成 3 年 9 月 935 1 1,251 4,421 

松山港では 21 時 40 分に最高潮位 T.P.+2.75m（既往最高

潮位）、最大潮位差は 21 時に 1.45m を記録した。特に強

風と満潮の悪条件が重なった中予沿岸部では、高潮によ

り広範囲にわたる床上・床下浸水、畑の冠水などの被害

が発生した。 

表 松山港で発生した主な高潮被害 

 

 

台風 16 号による越波状況 

（昭和 49年 9 月） 

台風 19 号による越波状況 

（平成 3年 9月） 

台風 16 号による越波状況 

（昭和 54年 9 月） 
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４．２ 侵食被害の軽減 

波浪による侵食で砂浜が減少していたため、本事業により堤防（改良）とあわせ、突

堤の整備及び養浜を実施したが、事業完了後５年を経過した現時点においても、砂浜は

事業完了直後と変わらず良好な状態を維持している。 

 

明
神
川 

整備前（平成 14 年 5月）

和気浜 堀江浜 

整備直後（平成 20 年 10 月）

和気浜 堀江浜 

明
神
川 

図 松山港海岸整備前後の砂浜の状況 

現在（平成 22 年 4 月）

和気浜 堀江浜 

明
神
川 
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５．事業実施による環境の変化 

５．１ 海岸背後の環境保全 

  松山港海岸背後の松林や松林背後の水路は不法投棄などが目立ち問題となっていた

が、本事業の完了を契機に、白浜青松の海岸の再生を目指して松山市が緑地公園やビオ

トープなどの整備を実施している。 

 

 

５．２ 良好な海岸環境の維持 

   養浜（砂浜の造成）により、海岸前面に生息するコアマモが埋没してしまうことから、

コアマモの移植（養浜前に隣接海域に移植、養浜後に再び元の海域に移植）を実施した

ところであるが、事業完了後もコアマモの生息が確認されており、整備前と変わらず良

好な海岸環境を維持している。 

 

 

整備前（養浜前）のコアマモの群生状況 

（平成 14年 5 月） 
整備後（養浜後）のコアマモの群生状況 

（平成 22年 4 月） 

【整備前】松林背後の水路 

（平成 12 年頃） 

【整備前】堤防背後の松林 

（平成 12 年頃） 
【整備後】緑地公園 

（平成 24年 7 月） 

【整備後】ビオトープ 

（平成 24年 7 月） 
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５．３ 地域の海岸利用 

  海水浴やマリンレジャー以外でも、地域イベントや環境学習の場として利用されてお

り、以前にも増して地域に親しまれる海岸となっている。 

 

 

５．４ 事業実施における地元との連携 

  整備に先立ち、利用計画など有識者や地元関係者と連携した検討を行い、高潮防

護を前提に利用面や周辺環境にも配慮した整備を実施している。 

   

※出典：愛風会「ふるさとほりえブログ」 

町内清掃ボランティア 

（平成 23年 6 月） 
地域防災イベント「第 5回大声大会」 

（平成 24年 7 月） 

地域小学生の環境学習 

（平成 24年 7 月） 

愛媛新聞（平成 24 年 7月 20 日） 

検討段階 CG（階段・スロープ部） 実際の整備状況（平成 24 年 4 月） 
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６．社会情勢等の変化 

６．１ 背後地域の利用状況の変遷 

 本事業の背後地域は、昭和初期までは田畑として利用されていたが、昭和の後期から平

成にかけて宅地化が進み住宅密集地となっている。 

 事業完了後から現在まで、背後地域に大きな変化は見られない。 

 

図 昭和 46 年の背後地域状況 

図 平成 11 年の背後地域状況 

図 平成 22 年の背後地域状況 
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６．２ 人口・世帯数の推移 

 本事業の背後に位置する和気町・堀江町では、昭和後期から平成にかけて人口・世帯数

ともに増加傾向であったが、近年の人口は横ばい、世帯数は増加傾向を示している。 

 
表 和気町・堀江町の人口および世帯数の推移 

                     （出典）：「松山市地域別推移人口」   
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７．今後の対応方針（案） 

 

事後評価の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応方針（案） 

 

 

 

 

  

［費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化］ 

■ 事業期間、事業費の変化 

事業期間：H12d～H18d、事業費：96 億円 ＜前回評価＞ 

事業期間：H12d～H19d、事業費：45 億円 ＜今回評価＞         

■ 費用便益分析化 

 高潮による浸水被害の防止 

 費用便益比（B/C）：15.0 ＜前回採択＞ 

 費用便益比（B/C）：10.9 ＜今回評価＞ 

［事業実施による環境の変化］ 

■ 海岸背後の環境保全 

本事業の完了を契機に、白浜青松の海岸の再生を目指して松山市が緑地公園や

ビオトープなどの整備を実施している。 

■ 良好な海岸環境の維持 

事業完了後においてもコアマモの群生が確認され、良好な海岸環境が維持され

ている。 

■ 地域に親しまれる空間の創出 

地域イベントや環境学習の場として利用されており、以前にも増して地域に親

しまれる海岸となっている。 

［改善措置の必要性］ 

■ 事業目的に見合った効果が確認されており、改善措置の必要性はない。 

［同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性］ 

■ 同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性は見られない。 

［社会経済情勢の変化］ 

■ 背後地域に大きな変化は見られない。 

■ 近年の人口は横ばい、世帯数は増加傾向を示している。 

［今後の事後評価の必要性］ 

■ 事業目的に見合った効果が確認されており、今後の事後評価の必要性はない。 

［事業効果の発現状況］ 

■ 事業完了後は、高潮による越波および浸水被害は発生していない。 

■ 堤防（改良）とあわせ、突堤の整備及び養浜を実施したが、事業完了後５年を経

過した現時点においても、砂浜は事業完了直後と変わらず良好な状態を維持して

いる。 
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費 用 便 益 比 算 出 資 料 
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費用便益分析の算定表（全体事業） 
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事業費の内訳書 

 


